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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 財務部　管財課　財産管理係 総合計画施策体系 7

事務事業名 地域振興助成事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 107 1 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　団体活動事業等を積極的に支援することにより、地域振興に寄与するとともに、住民相互の連帯感を
高め、地域の発展を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　財産区の区域内の住民のために活動・事業等を行う団体

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　団体活動事業等の支援（９６,７１５千円）
　　　　　財産区の区域内における団体活動、地域整備事業に対し、当該財産区からの繰入金を
　　　　財源として助成する。
　　　　(1)　団体活動事業補助金
　　　　 　　対　　　象：財産区の区域内の住民のために活動・事業を行う団体
　　　　 　　補助内容：団体活動事業に対する補助金の交付
　　　　 　　補助金額：定額又は定率
　　　　 　　予定件数：２８件

　　　　(2)　地域整備事業補助金
　　　　 　　対　　　象：財産区の区域内の施設等について整備を行う団体
　　　　 　　補助内容：施設整備に対する補助金の交付
　　　　 　　補助金額：定率
　　　　 　　予定件数：５件

33活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

補助金交付件数 件 26 32

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　地域振興助成は、地域活動団体からの補助金申請により、財産区管理委員又は財産区議会議員の
審査を経て交付するため、成果指標の設定は困難である。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 50,300 千円 61,675 千円

地方債 千円 千円

千円 61,675 千円その他 50,300 96,715 千円

96,715 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 千円 千円 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 221,484 千円 247,819 千円 238,464 千円

事
業
費

千円 千円

11,124 千円

249,588 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 234,541 千円 258,658 千円

地方債 千円 千円

千円 10,839 千円その他 13,057

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　市役所利用者の安全・安心の確保及び職員の業務効率の向上につながる環境整備を行うことが目
的であるため、成果に数値目標を設定する事が困難である。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

85活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

家屋等修繕件数 件 88 85

目　的
（何のために）

　庁舎（本庁・５支所・３出張所）及び構内における秩序の維持並びに施設の保全管理に万全を期する
ことにより、公務の正常な運営を確保する。

対　象
（誰・何を対象に）

　市役所利用者及び職員

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　本庁舎の管理及び警備並びに支所・出張所施設の維持管理（２３４,９６６千円）
　　　　　本庁・支所・出張所を維持するための宿日直・警備業務や各種保守点検の業務委
　　　　託など、建築物の附帯設備の保全に関する業務を実施し、庁舎を管理する。

　　　２　庁舎の修繕（１４,６２２千円）
　　　　　施設若しくは設備の老朽化又は突発的な故障に対応し、修繕を行う。

所　属 財務部　管財課　庁舎管理係 総合計画施策体系 4

事務事業名 庁舎管理事務 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 14 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

- 2 -
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 財務部　管財課　財産管理係 総合計画施策体系 4

事務事業名 公有財産管理事務 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 15 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　市有財産を適正に管理し、売却可能な財産については売払いを行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　市有財産（普通財産）

事業の概要
及び

H30活動計画

　
　　　1　不動産鑑定（５２１千円）
　　　　　不動産鑑定評価により、適正な売買価格を算定する。

　　　２　普通財産の測量等（５００千円）
　　　　　普通財産の処分に当たり、土地の境界復元、分筆測量等を実施することで、適正な財産
　　　　処分を行う。
　
　　　３　普通財産の売払いの広報活動（１１０千円）
　　　　　売払い可能な土地について、ホームページ、インターネットオークション、広報紙等を通
　　　　じて、売払いの促進を行う。

　　　４　公有財産の管理（３５,０１９千円）
　　　　　普通財産の管理地について、草刈、雑木伐採、また修繕により維持管理を行う。
　

33

公有財産売払収入 千円 12,741 19,507 22,194

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

土地売払件数 件 22 23

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　普通財産は売り払いや貸し付けなど、経済的効用を発揮させるために所有する財産であるため、未利
用件数の削減を目標とする。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

普通財産未利用件数 件数

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 24,775 千円 17,337 千円

地方債 千円 千円

千円 17 千円その他 23

264

千円

20 千円

36,150 千円 千円

千円 千円

260 255

千円

千円

一般財源 24,752 千円 17,320 千円 36,130 千円

事
業
費

千円

- 3 -
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 60,400 千円 66,789 千円 66,078 千円

事
業
費

千円 千円

300 千円

66,378 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 60,721 千円 67,097 千円

地方債 千円 千円

千円 308 千円その他 321

達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　普通自動車を軽自動車へと転換することにより、公用車の調達価格を節減する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

自動車賃料の削減(金額の推移） 千円 37,816 37,798 37,638  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

207活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

公用車の台数 台 211 208

目　的
（何のために）

　公用車を集中管理することにより行政効率を高めるとともに、事務に支障がない範囲内で普通自動車
から軽自動車へ転換することにより、リース代及び燃料費を節減する。

対　象
（誰・何を対象に）

　職員

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　庁用自動車の維持管理、公用車管理システムの運用（５５,２２８千円）
　　　　　全庁的に使用する公用車を集中的に管理する。
　
　　　２　庁用自動車の安全運転の総括及び指導（４６８千円）
　　　　(1) 職員を対象とした安全運転講習を実施する。
　　　　(2) 事故件数・内容を全庁に通知するなど公用車運転時の注意喚起を行う。
　
　　　３　庁用自動車に係る事故処理の総括（６,１１１千円）
　　　　　自動車損害保険の請求手続きを行う。

所　属 財務部　管財課　庁舎管理係 総合計画施策体系 4

事務事業名 公用車管理事務 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 16 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

- 4 -
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

平成 30 年度 事務事業シート 計画

事務事業名 市税収納事務 一般会計 ソフト

所　属 財務部　収納課　庶務係・調査係・収納第1係・収納第2係 総合計画施策体系 4

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 20 新規・継続 継続

目　的
（何のために）

　滞納整理、納税案内センターの活用、口座振替の推進等により、市税の収納率向上を目指す。

対　象
（誰・何を対象に）

　納税者等

事業の概要
及び

H30活動計画

　
　　　１　市税徴収に係る督促・催告等の滞納整理（１２,２１７千円）
　　　　　納期限を経過した未納者に対して督促状を発送するとともに、督促状送付後も納付の
　　　　ない者に対して催告書を送付する。
　　　　　毎月定期的に夜間・休日納税相談を実施する。
　　　　　特別滞納整理期間を設定し、夜間電話催告または訪問による納税指導を実施する。
　　　　　滞納者の収入・財産等の調査を行い、個別の生活状況等を調査・確認したうえで、法令
　　　　等に基づき適正かつ効率的に差押等の滞納処分を実施する。
　
　　　２　納税案内センター管理運営（８,３０６千円）
　　　　　納税案内センターにより、現年分の未納者に対して、滞納となった初期段階において電
　　　　話による速やかな納税案内などを実施する。
　
　　　３　口座振替の推進（９７７千円）
　　　　　当初納税通知書に口座振替推進チラシ及び口座振替依頼書を同封するなど、口座振
　　　　替を推進する。
　
　　　４　市税の収納管理（２２,４５３千円）
　　　　　収納データの消込や過誤納金の還付・充当を迅速に実施する。

　　　５　税系システム（収滞納）の管理運営（７,１５８千円）
　　　　　税系システムにより、適切な収納・滞納整理を実施する。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

滞納整理強化活動 回 37 38 38

口座振替推進活動 回 5 5 5

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　市税収入の確保と税負担の公平性の観点から、収納率の向上を目指し、目標収納率を設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

合計収納率 ％ 96.5 96.5 96.6  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

現年収納率 ％ 99.3 99.1 99.3

千円 千円

1,088 千円 793

達成率 （目標値）

千円

一般財源 48,766 千円 49,287 千円 50,314 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円事
業
費

千円 千円

その他 千円 797 千円

51,111 千円

千円

千円事業費合計（A) 49,854 千円 50,080 千円

千円 千円

地方債

- 5 -
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

平成 30 年度 事務事業シート 計画

事務事業名 保険税収納事務 国民健康保険特別会計 ソフト

所　属 財務部　収納課　庶務係・調査係・収納第1係・収納第2係 総合計画施策体系 4

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 21 新規・継続 継続

目　的
（何のために）

　滞納整理、納税案内センターの活用、口座振替の推進等により、保険税の収納率向上を目指す。

対　象
（誰・何を対象に）

　納税者等（一般被保険者・退職被保険者）

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　1　保険税徴収に係る督促・催告等の滞納整理（５,５４２千円）
　　　　　納期限を経過した未納者に対して督促状を発送するとともに、督促状送付後も納付の
　　　　ない者に対して催告書を送付する。
　　　　　毎月定期的に夜間・休日納税相談を実施する。
　　　　　特別滞納整理期間を設定し、国保年金課と連携して夜間電話催告または訪問による
　　　　納税指導を実施する。
　　　　　滞納者の収入・財産等の調査を行い、個別の生活状況等を調査・確認したうえで、法令
　　　　等に基づき適正かつ効率的に差押等の滞納処分を実施する。
　
　　　２　納税案内センター管理運営（４,６７４千円）
　　　　　納税案内センターにより、現年分の未納者に対して、滞納となった初期段階において電
　　　　話による速やかな納税案内などを実施する。

　　　３　口座振替の推進（６２７千円）
　　　　　当初納税通知書に口座振替推進チラシ及び口座振替依頼書を同封するなど、口座振
　　　　替を推進する。
　
　　　４　保険税の収納管理（９,１９２千円）
　　　　　収納データの消込や過誤納金の還付・充当を迅速に実施する。

　　　５　税系システム（収滞納）の管理運営（１,５９５千円）
　　　　　税系システムにより、適切な収納・滞納整理を実施する。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

滞納整理強化活動 回 37 38 38

口座振替推進活動 回 5 5 5

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　保険税収入の確保と税負担の公平性の観点から、収納率の向上を目指し、目標収納率を設定する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

合計収納率 ％ 72.5 72.5 74.0  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

現年収納率 ％ 93.1 92.4 93.1

千円 千円

14 千円 12

達成率 （目標値）

千円

一般財源 9,274 千円 14,586 千円 14,541 千円

財
源
内
訳

国県支出金 8,975 千円 6,154 千円 7,077事
業
費

千円 千円

その他 千円 12 千円

21,630 千円

千円

千円事業費合計（A) 18,263 千円 20,752 千円

千円 千円

地方債
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 財務部　管財課　資産経営係 総合計画施策体系 4

事務事業名 管財一般事務 混在

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 32 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　公共施設の適正配置と運営改善に取り組むことにより、効率的な施設の保有及び維持管理を推進す
る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市が所有する公共施設（建築物）

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　簡易劣化診断業務の実施（５,０９８千円）
　　　　　市の所有する施設の老朽化等の状況を把握し、計画的な改修や更新を行うための資料とする
　　　　ため、簡易劣化診断を実施する（予定：19施設20棟）。

　　　２　固定資産台帳の更新（３,０７８千円）
　　　　　地方公会計の統一的な基準に基づき、土地、建物、設備などの適正な管理を行うため、固定
　　　　資産台帳の更新を行う。

【新】３　シルバー人材センター北部支所移転先の改修（１,８２５千円）
　　　　　シルバー人材センター北部支所の老朽化に伴い、豊栄支所を改修し、施設の複合化を図り
　　　　ます。

20活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

公共施設の簡易劣化診断 棟 30 20

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　公共施設の適正配置に係る基本方針に基づき、公共施設（建築物）の総床面積（平成22年度基礎
調査時点57.1万㎡）を平成32年度までに10％、同じく平成42年度までに20％削減することを目標として
いる。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

（目標値）

公共施設（建築物）の総床面積 ㎡ 59.4万  51.4万

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 9,703 千円 10,874 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

10,707 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 9,703 千円 10,874 千円 10,707 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 財務部　管財課　資産経営係 総合計画施策体系 4

事務事業名 黒瀬支所再編事業 混在

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 39 新規・継続 継続

平成 30 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　老朽化した黒瀬支所庁舎の建替えと機能の再編により、利便性の向上を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　黒瀬支所

事業の概要
及び

H30活動計画

　　　１　黒瀬支所の再編（１７,５７０千円）
　　　　　老朽化した本庁舎、西庁舎、別館を解体し、南庁舎東側に新庁舎を整備するとともに、
　　　　本庁舎、西庁舎、別館の跡地に駐車場を整備することで、地域活動拠点としての利便性
　　　　の向上を図る。

　　　　(1)　新庁舎の整備
　　　　　　　平成３１年度の新庁舎の供用開始に向けて、建築工事を行う業者の選定を行うとともに、
　　　　　　西庁舎の解体工事及び駐車場の設計を行う。

　　　　(2)　臨時駐車場の確保
　　　　　　　工事期間中に不足する駐車場を確保するために、庁舎周辺において臨時駐車場を
　　　　　　確保する。

100

庁舎駐車場設計業務の進捗率 ％ － 0 100

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 29年度（目標） 30年度（目標）

新庁舎建築業者の選定 ％ － 0

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　黒瀬支所利用者の安全・安心の確保と、利用者が利用しやすい庁舎への建替えが目的であるため、
成果に数値目標を設定することが困難である。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
28年度（決算） 29年度（予算） 30年度（予算） 31年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 千円 11,536 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

17,570 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 千円 11,536 千円 17,570 千円

事
業
費

千円 千円

全体スケジュール

項目 ･･･

庁舎駐車場整備
（庁舎跡地）

解体
（本庁舎等）

臨時駐車場整備

移転
(本庁舎等⇒新庁舎)

新庁舎建築工事
（リース方式）

H29 H30 H31 H32 H33

解体
（西庁舎）

設計

設計

工事

工事

工事ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ

土地賃貸借

設計 工事

移転

供用開始

供用開始
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